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県がすすめている取り組みを紹介します！

移動理由アンケートを実施しています
　県では、お住まいの市町から転居する手続きの際に、転居の理由などをお尋ねするアンケートを実施して
います。より良いまちづくりのため、転居される場合にはアンケートへのご協力をお願いします。

問合せ アンケートの実施に関すること　県の統計課　　　☎095-895-2222
アンケートの活用に関すること　県の政策企画課　☎095-895-2033 検 索長崎県　移動理由アンケート 

移動理由アンケートとは？

移動理由アンケートの結果はこのように活用しています！

はじめた理由
　本県では、全国でも早いスピードで人
口減少が進んでおり、その要因の一つで
ある人口の県外流出について、転入･転
出の理由などを把握することが課題と
なっていました。そこで、移動理由の実
態を明らかにし、効果的な施策の立案に
つなげるため、令和3年3月から県と県
内21市町が一体となって移動理由アン
ケートを実施しています。

アンケートの内容
　アンケートでは、転入・転出の主な理由や転入・転出する方のお仕事などについて伺います。
対象は、県や市町をまたいで転入・転出される方で、県内の各市役所・町役場の窓口で実施し
ています。
※回答内容は個人が特定されないよう処理し、統計を作成する目的だけに使用します
※アンケートはスマートフォンでも回答できます

　県内全域で統一した調査を行うことにより「どこに（場所）・どうして（理由）・何をしに（業種）」といった客観的な
データを得ることができるようになりました。これらのデータを活用し、人口減少対策のより効果的な施策の立案
や推進に取り組んでいます。

　性別、年齢、転入・転出の理由などから多角的に
分析を行うことができます。例えば、県外へ就職す
る背景として「県内に希望する業種・職種がない」の
回答の割合が高いという結果から、県内企業に関
する情報発信が不足していることが要因のひとつ
であると考えられるため、情報発信に注力する根拠
として活用しています。

活用例 １
事業の方向性などの妥当性の検証

　退職・転職による転入・転出の動きが明らかにな
りました。例えば、他県から転入する若い世代（20
代）が多いという結果から、移住者の就職支援やＳ
ＮＳを活用した情報発信を強化することで転入者
の増加に繋げる取り組みを推進しています。

活用例 2
新しい気づきからの施策展開

長崎県の統計イメージ
キャラクター 杉さん

出典：令和３年長崎県異動人口調査

29,723人
県外への転出

1位　福岡県 8,827人
２位　東京都 2,362人
３位　佐賀県 2,148人

23,143人
県外からの転入

1位　福岡県 5,873人
２位　東京都 1,786人
３位　佐賀県 1,712人

詳しくはこちら→


